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平成２９年度 総合教育会議の運営について 

 

１ 基本的な考え方 

総合教育会議は、教育委員会の権限に属する事務に関して、予算の編成や執行、条例

の提案、青少年の健全育成などの首長の権限に属する事務との調和を図るとともに、首

長と教育委員会が共通の認識に立つことを目的として、自由に意見交換するために行わ

れるものである。 

 

２ これまでの総合教育会議の取組と平成２９年度の議題 

これまで総合教育会議では、２７年度に教育に関する大綱と第３期教育改革プランの

策定を中心に議論し、２８年度は、「久留米市の児童生徒の学力保障と向上について」を

中心に議題とした。 

  ◆平成２７年度 

 協議事項 

第 1回 （1） 久留米市総合教育会議要綱について 

（2） 教育に関する大綱（案）について 

第 2回 （1） 教育に関する大綱（修正案）について 

[報告]次期教育改革プラン策定の方向性等について 

第 3回 （1） 教育に関する大綱（最終案）について 

（2） 次期教育改革プラン策定状況について 

◆平成２８年度 

 議題 

第 1回 久留米市の児童生徒の学力の保障と向上について 

第 2回 久留米市の児童生徒の学力の保障と向上について 

第 3回 （1） 久留米市の児童生徒の学力の保障と向上について 

（2） 久留米市教育に関する大綱及び第３期久留米市教育改革プランの

進捗状況について 

 

このことを受けて、平成２９年度の総合教育会議では、「全国学力・学習状況調査」、

「教育に関する大綱」、「教育改革プラン」について継続的に協議を行うとともに、昨今

話題となっており、教育的な課題も多い「教員の多忙化」及び「特別支援教育」につい

て、本年度の重点テーマとして議題とする。 

 



３ 会議の運営について 

  第１回（平成２９年８月２２日開催） 

   本年度の重点テーマとして取り上げる「教職員の多忙化」及び「特別支援教育」に

ついて議題とする。 

「教員の多忙化」については、公表されている全国・県における教員の多忙化の調

査報告や久留米市における教員の勤務実態等を踏まえ、教員の多忙化解消に向けた取

組について議論を行う。 

また「特別支援教育」については、久留米市における特別支援教育の位置付けや実

施状況、さらに医療的ケアを必要とする児童生徒の状況などを分析し、特別支援教育

に関する今後の方向性について議論を行う。 

   その上で、両テーマとも、久留米市の状況と課題等について、市長と教育委員会が

共通の認識に立つことを目的とする。 

 

  第２回（平成２９年１０～１２月頃） 

全国学力・学習状況調査の結果が出揃うのを受けて、学力の保障と向上について議

題とし、併せて次年度の予算要求状況も含めて意見交換を行う。 

また、第１回での議論を受け、引き続き重点テーマも議題とする。 

 

  第３回（平成３０年１～２月頃） 

   教育改革プランに掲げる事務事業の進捗状況を報告し、市長と教育委員会による評

価や意見をいただくとともに、新年度に向けた事務事業の方向性を明らかにする。 

 

 

 



 

 

平成２９年度 第１回 久留米市総合教育会議 

 

 

議題１ 

教員の多忙化解消に向けた業務改善の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年８月２２日 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 

 

 

教員の多忙化解消に向けた業務改善の取組 

 

１． 教員の多忙化を取り巻く状況 

 

① 現在、第 4 次産業革命ともいわれる急激な社会的変化が進む中で、子どもたちが持

続可能な社会の創り手として、予測不可能な未来社会を自立的に生き、社会の形成に

参画するための資質・能力を育成することが求められている。 

 

② このため、小・中学校の学習指導要領等の改訂が行われ、教員には、教育課程を中

心に学校の教育活動全体の質的向上を図る「カリキュラム・マネジメント」の実現や

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善、教材研究、学習評価の改善・

充実などを進める力が求められている。 

 

③ しかし、子どもたちへの学習指導のほか、生徒指導や部活動、保護者や地域との連

携など学校や教員に対する多様な期待は、長時間労働という形で表れており、各種の

実態調査から看過できない状況であることが明らかになっており、久留米市立小・中

学校等の教員も同様の状況にあると考える。 

 

④ 文部科学省では、学校における働き方改革の具体的かつ実効性のある取組を進める

ため、中央教育審議会に対して諮問が行われている。 

 

 

⇒ このような状況の中、総合教育会議において教員の多忙化の現状と課題等について

の共通認識を図り、久留米市として独自に取り組むべき多忙化解消策を検討するため

のご意見等をいただきたい。 

 

 

平成 29 年 8 月 22 日 
総合教育会議資料 
教育部教職員課 
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２． 教員の多忙化の現状と課題 

 (1) 教員の多忙化に関する近年の調査結果 

① 国際教員指導環境調査(平成 25年 経済協力開発機構調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○日本の教員の 1 週間当たりの勤務時間は参加国最長(日本 53.9 時間、参加国平均

38.3時間)である。 

○授業時間は参加国平均と同程度である一方、部活動の指導時間が特に長い(日本 7.7

時間、参加国平均 2.1 時間)ほか、事務業務(日本 5.5時間、参加国平均 2.9時間)、

授業準備の時間(日本 8.7時間、参加国平均 7.1時間)等も長い。 

 

② 勤務実態調査(平成 26年 福岡県教育委員会調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○平日は小学校で 9時間 45 分、中学校で 10 時間 17分の在校時間で、勤務時間を引く

と、1 日あたり小学校で 2時間、中学校で 2 時間 32 分の超過勤務となっている。 

  ○週休日・休日の平均勤務時間は中学校で 2時間 49 分、高校で 2時間 19 分となって

おり、主な従事内容は部活動である。 
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ＯＥＣＤ 国際教員指導環境調査の結果(H26.6)
単位：時間

公立学校教諭の勤務実態に関する調査結果公立学校教諭の勤務実態に関する調査結果(H26)(H26)

■調査期間：H26.4.1～H27.3.31
■調査対象：公立小･中･高･特支の教諭、主幹･指導教諭

（531校・2,392人･･･学校67.6%、職員15.9%）

9:049:040:590:590:300:30特支特支

10:1810:181:501:500:490:49高高

10:1710:171:531:530:340:34中中

9:459:451:361:360:300:30小小

11日あたり日あたり退勤時刻後退勤時刻後出勤時刻前出勤時刻前

調査結果の概要

11日あたりの平均勤務時間日あたりの平均勤務時間 【【勤務日勤務日】】 【【週休日週休日･･休日休日】】

0:100:10

2:192:19

2:492:49

0:350:35

11日あたり日あたり
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  ○勤務日 1日あたりの勤務時間の内訳をみると、授業や学級経営、生徒指導等の児童

生徒に直接関係する指導業務が小学校で全体の 7 割、中・高・特支で 6 割前後を占

めている。また、会議や研修等の業務が各学校種とも 2 割前後を占め、中・高では

部活動が 1割弱を占めている。 

  ○学習指導要領の改訂による指導内容の増加に伴い、授業そのものの時間数や教材研

究等の授業準備に要する時間が長くなる傾向にある。 

  ○中・高では部活動指導に勤務日で 1時間程度、週休日・休日で 2時間以上従事して

おり、他の学校種と比較して勤務時間が長くなる原因となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 16年度の調査と比較して、全学校種で超過勤務時間が 40～50分程度長くなっ

ている。 

○勤務に対する意識は、全学校種で 9 割超の職員がやりがいを感じながらも、7～8 割

が負担感を、9 割超が多忙感を感じている。多くの職員が多忙感・負担感を感じな

がらも、高いやりがいに支えられて業務に従事している状況にある。 

11日あたりの勤務時間内訳日あたりの勤務時間内訳【【勤務日勤務日】】
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支
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勤務時間内訳(時間)

1:191:19特支特支

0:530:531:401:402:332:33高高

0:420:421:501:502:322:32中中

0:500:501:101:102:002:00小小

H27H27--H16H16H16H16調査調査H27H27調査調査

勤務時間外の時間

H16H16に比に比
べ、各校種べ、各校種
でで4040～～5050
分程度長く分程度長く
なっている。なっている。

■■やりがい、負担感、多忙感についての調査も実施やりがい、負担感、多忙感についての調査も実施
■■やりがいを感じるとの回答がやりがいを感じるとの回答が99割を超える割を超える
■■「忙しい」「やや忙しい」との回答が「忙しい」「やや忙しい」との回答が99割を超える割を超える
■■「負担を感じる」「やや負担を感じる」との回答が「負担を感じる」「やや負担を感じる」との回答が77～～88割割

勤務に関する意識調査

多忙感･負担感を感じながらも高いやりがいに支え
られて業務に従事している状況･･･
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  ③ 教員勤務実態調査(平成 28 年 文部科学省調査) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 18年度調査と比較して全ての職種で勤務時間が増加。教諭については、平日 1

日あたり、小学校で 43分、中学校で 32 分増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○土日については、小学校で 49分、中学校では 1時間 49 分も増加している。 
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  ○学校内勤務時間について、小学校では、授業(27 分)や学年・学級経営(10 分)、中学

校では、授業(15 分)や授業準備(15 分)、成績処理(13 分)などが増加している。土

日については、中学校で部活動(1 時間 4 分)が増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○1週間あたりの学校内勤務時間数の分布では、過労死ラインの週 60時間を超える割

合は、小学校教諭で 33.5%、中学校教諭で 57.6%である。 

 

④ 新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における

働き方改革に関する総合的な方策についての諮問(中央教育審議会) 

  ○③に示した教員実態調査の結果が、看過できない深刻な状況であることが改めて明

らかになったことを受けて、6月 22日に文部科学大臣から中央教育審議会に対して

諮問が行われた。 

  ○具体的な審議事項は、次の 3 点。 

   ・学校が担うべき業務の在り方 

11週間あたりの学校内勤務時間数週間あたりの学校内勤務時間数

3.3

11.1

18.1

36.5

33.9

31.3

48.4

31.8

43.4

31

26.3

26

19.4

26.6

7.2

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

副校長・教頭(中)

副校長・教頭(小)

教諭(中)

教諭(小)

～50H 50～60H 60～70H 70H～

３３．５％３３．５％

５７．６％５７．６％

６２．８％６２．８％

５７．８％５７．８％

①①授業の実施授業の実施(27(27分分))

②②連絡帳の記入や通信作連絡帳の記入や通信作

成、掲示物作成など成、掲示物作成など(10(10分分))

③③授業準備授業準備(8(8分分))

④④授業以外の学習指導授業以外の学習指導

(7(7分分))

⑤⑤校務分掌業務等校務分掌業務等(7(7分分))

⑥⑥事務事務(6(6分分))

小学校小学校
①①授業の実施授業の実施(15(15分分))

②②授業準備授業準備(15(15分分))

③③成績処理成績処理(13(13分分))

④④連絡帳の記入や通信作連絡帳の記入や通信作

成、掲示物作成など成、掲示物作成など(11(11分分))

⑤⑤部活動部活動(7(7分分))

※※土日の部活動土日の部活動

((１時間４分１時間４分))

中学校中学校

①①生徒指導生徒指導((－－1717分分))
②②職員会議等職員会議等((－－77分分))
③③学校行事学校行事((－－33分分))

学校内勤務時間が増えた主な要因(1日あたり)

①①学校行事学校行事((－－2626分分))
②②生徒指導生徒指導((－－88分分))
③③職員会議等職員会議等((－－44分分))

【【参考参考】】勤務時間が減ったもの勤務時間が減ったもの
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   ・教職員及び専門スタッフが担うべき業務の在り方及び役割分担 

   ・教員が子どもの指導に使命感を持ってより専念できる学校の組織運営体制の在り

方及び勤務の在り方 

  ○今後、年内をめどに緊急に取り組むべき対策が取りまとめられる予定。 

 

(2) 久留米市立学校の教員の勤務実態 

① 勤務実態の把握方法 

  ○エクセルで作成した勤務実態報告書ファイルに一人一人の教員が自身の勤務時間を

入力。 

  ○月の超過勤務時間が 80 時間を超えた者については、氏名報告と産業医面談の希望の

有無を市教育委員会に報告することとしている。 

 

  ② 平成 28年度の実績 

  ○月 80 時間以上の長時間時間外勤務者として報告があった人数 

   ・年間：延べ 404人(教員定数に占める割合は 1.9%) 

   ・勤務実態報告書入力強化月間（10 月）の結果：110 人(6.1%) 

  ○夏季休業期間中の勤務状況 

   ・多くの教員が夏季休暇（特別休暇）の取得のみにとどまっている状況にある。 

   ・出勤時の業務内容は、会議や校内研修、備品整理や教材研究等の校内における業

務や校外における研修会への出張が主なものである。 

 

  ③ 勤務実態把握上の課題 

  ●平成 28年度の実績から、月 80時間以上の超過勤務を行っている教員の割合は 6.1％

であり、(1)－③に記載した各種調査結果と大きく乖離している。 

  ●その原因として一人一人の教員の勤務実態報告入力の習慣化が図られておらず、自

分自身の勤務時間を客観的に把握する必要性についての意識に課題があると考え

る。 

●業務用パソコンを使用しての勤務実態報告書入力の手間を指摘する教員もおり、タ

イムカードやＩC タグ等の代替手段についてもその有効性を検討する必要がある。 

 

 

   

 

 

 

 

学校名 出勤すべき日数 年休取得日数 夏季休暇取得日数 出勤日数 

Ａ小学校 ２４日 １．５９日 ５．９６日 １６．４５日 

Ｂ中学校 ２４日 ０．４３日 ６．００日 １７．５７日 

Ｃ高校 ２４日 ０．５２日 ５．９０日 １７．５８日 

■久留米市の教員の正確な勤務実態の把握はできていないが、概ね文部科学省が調査し

た結果と同様の厳しい実態にあると考えられる。 

■勤務実態報告書入力の習慣化ができていないことなど、自己の働き方に対する意識に

課題があると思われる。 

□国や県の取組の動向を見極めつつ、久留米市として実施可能な業務改善策に取り組む

必要がある。 
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３． 業務改善の取組の現状 

 (1) 安全衛生管理体制の確立 

① 総括安全衛生委員会 

  ○久留米市立学校の職員の安全及び健康に関する重要事項について総括的に調査審議

するために、教育委員会に総括安全衛生委員会を設置する。 

  ○年 3回開催し、第 1回と第 3 回は会議態でその年度の計画や取組の総括等を行い、

第 2回は、学校現場の視察を行っている。 

 

  ② 衛生委員会 

  ○職員の安全及び健康に関する重要事項について調査審議するために、各学校に設置

する。 

  ○学校の状況により、学期に 1 回程度から月 1 回程度開催され、快適な職場環境づく

りや超過勤務縮減のための業務改善の取組等について話し合っている。 

 

 (2) 業務改善ハンドブックに基づく取組 

  ① 公立学校における教職員の超過勤務縮減に向けた業務改善ハンドブック 

○平成 28年 3月に県教育委員会が発行したハンドブック。 

  ○「Ａメリハリのある働き方の定着」「Ｂ会議、研修の精選及び実施方法の工夫改善」

「Ｃ校務分掌等の校内組織等の見直しや勤務環境の改善」「Ｄ部活動指導に伴う負

担軽減」「Ｅ校内文書の簡素化等」「Ｆ校務のＩＣＴ化の推進」「Ｇ管理職による

マネジメント機能の強化」「Ｈ学校行事の実務改善及び地域や外部人材との連携」

といった 8つの観点から業務改善の具体策が示されている。 

 

  ② 各学校における取組の現状 

  ○別紙資料１「超過勤務縮減に向けた取組事項」を参照。 

  ●各学校における様々な取組は進められているが、なかなか実効性のあるものとは成

り得ていない。 

 

 

４． 今後の対応 

 (1) 公立学校教職員の業務改善に関する実践モデル校事業報告書の活用 

① 教員の意識改革の重要性 

○「効率化できない」ではなく「効率化できるところはないか」と考えられるような、

効率的に業務を遂行しようとする意識をもつこと。 

○『意識』がなければ小さな無駄や非効率には気づかない。小さな改善の積み重ねこ

そが大きな成果を生み出すことにつながる。 

○感情判断が先行すれば、業務改善は成功しない。「好きではないが、必要だからや

る」といった論理判断を先行させ継続実践すれば必ず成果が出る。 
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② 業務時間の『見える化』とタイムマネジメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○業務改善の目的は、子どもと向き合う時間や教材研究等、本来の業務に従事する時

間を増やし、教育の質を向上させることであるので、どの業務にどのくらい従事し

ているのかを数値で把握することが前提となる。 

○上の図の従属業務時間の中の準備時間Ｂをできるだけ効率化することで準備時間Ａ

を充実させ、子どもと向き合う時間の確保と拘束時間の短縮化をねらうタイムマネ

ジメントの意識をもつことが重要である。 

 

 (2) 教員が本来の業務に専念できる環境づくりへの支援 

① これまでの支援の深化・充実 

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの派遣の継続・充実。 

○小学校の生徒指導サポーター配置校拡充の検討。 

○中学校校内適応指導教室助手の配置継続と教室運営の充実。 

 

  ② 新たな支援策の検討（◇については現在、検討中、◆については未検討） 

  ◇保護者等に向けた理解啓発チラシの配布による市内一斉定時退校日の取組の強化

(別紙資料２を参照) 

  ◇夏季休業期間中(お盆時期)の学校閉庁日の取組 

  ◆部活動指導員の配置【兵庫県神戸市(別紙資料３を参照)】 

  ◆教員業務アシスタントの配置【岡山県(別紙資料４を参照)】 

  ◆給食費等の公会計化【長野県塩尻市(別紙資料５を参照)】 

 

 

 

 

 

学校におけるタイムマネジメントの考え方

【拘束時間】
学校内や出張先、家庭で仕事をしている時間(休憩時間を含む)

【主体業務時間】
授業、生徒指導、行事、分掌
業務等、本来的な業務の時間
★概ね固定化されている時間

【従属業務時間】
主体業務の成果や質の向上を

促進する準備の時間
★概ね可変可能な時間

【準備時間Ａ】
授業準備、教材研

究、その他自主管

理可能な時間

(休憩時間含む)

【準備時間Ｂ】
会議、保護者対応、

書類作成、その他

束縛性のある時間

タイムマネジメントは、準備時

間Ｂをできるだけ効率化させ、

準備時間Ａを充実させ、子ど

もと向き合う時間を確保する

とともに、拘束時間の短縮化

を図ることをねらう取組
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 (3) 業務の効率化を促す支援 

  ① 学校ＩＣＴ環境整備・活用 

○学校イントラネットを活用し、校務データや学習指導に関する情報等について学校

間で共有化を図る。 

○校務支援システムを活用し、出席簿や週指導計画、成績管理や通知表作成等のデー

タを一元管理し相互活用するなど、校務の効率化を図る。 

 

  ② 新たな支援策の検討（◇については現在、検討中、◆については未検討） 

  ◇中小企業診断士の知見を活用した県教育委員会の「公立学校職員の業務改善に関す

る実践モデル校事業」の成果を継続・発展させる、久留米市独自のモデル校指定事

業に取り組む。 

◆市教育委員会各課からの文書通知等についての棚卸しを行い、重なりの解消や通知

方法の一貫性の確保を図る。 

  ◆県教育委員会が本年度実施する「イクボス宣言（ワーク・ライフ・バランスを大切

にした職場づくりを推進する考え方）」を、各小中学校等で導入する。 

 

 



 

 

平成２９年度 第１回 久留米市総合教育会議 

 

 

議題２ 

久留米市の特別支援教育について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年８月２２日 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

久留米市の特別支援教育について 

 

１ 特別支援教育を取り巻く社会状況 

① 特別支援教育は、障害のある子どもの自立と社会参加を支援するという個人的意

義と、多様な人々が違いを認識しながら活躍する社会につながるという社会的意義

を併せ持つ。 

 

② 障害のある者とない者が可能な限り共に学ぶ仕組み（インクルーシブ教育システ

ム）の構築が社会の潮流であり、多様な学びの場において、一人ひとりに視点を置

いた特別支援教育の着実な実施が求められている。 

 

③ このような状況の中、特別支援教育の法的整備が行われ、久留米市も行政計画に

掲げている。（資料１参照） 

 

④ 全国で特別支援教育の対象となる児童生徒が増加し、久留米市も例外ではない中、

対象児童生徒の規模に、教職員等の人的体制と施設整備を追い付かせる対応が求め

られている。 

 

 

⇒ このような状況の中、総合教育会議において特別支援教育の現状と課題等につい

ての共通認識を図り、久留米市として独自に取り組むべき方向性や対応策を検討す

るためのご意見等をいただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 合 教 育 会 議 資 料 

平成２９年８月２２日 

教 育 部 学 校 教 育 課 

１

１ 



２ 特別支援教育の現状 
  

(1) 実施体系と対象者の状況（各障害の概要は資料２参照） 

 

久留米市の義務教育段階の全児童生徒数 25,774人（H29.5.1 現在 住民基本台帳） 

   

校種 概要・H29 学級数 障害の種類 H29 人数・割合 

特別支援学校 

障害の程度が比較的重い子どもを対象に

教育を行う学校。公立（小・中）は１学級標

準６人（重複障害では３人） 

【小 20・中 15・高 17の合計 52 学級】 

知的障害 
 

病弱・身体虚弱や肢体不

自由との重複を含む 

0.72％ 

185 人＊ 
H28国 0.71％ 

H28県 0.75％ 

H28市 0.70％ 

 

 

 

 

合計 

4.50％ 

1,159人 

 

 

 

 ＊ 市内居住で他特別支援学校への通学者 H29：46 人、H28：44 人を含む。  

小 

・ 

中

学

校 

特別支援学級 

障害のある子どものために小・中学校に障

害の種別ごとに置かれる少人数の学級。公立

は１学級標準８人 

【小 128・中 42の合計 170学級】 

知的障害 

病弱・身体虚弱 

肢体不自由 

聴覚障害 

自閉症・情緒障害 

2.91％ 

751 人 
H28国 2.18％ 

H28県 2.16％ 

H28市 2.38％ 

 

     

通常 

学級 

通級 

指導 

教室 

通常学級に在籍する障害のある児童生徒

に対し、殆どの授業を通常学級で行いなが

ら、一定時間特別な指導を行うもの 

【小 19教室・中 2教室の合計 21教室】 

聴覚・言語障害 

自閉症・情緒障害 

ＬＤ・ＡＤＨＤ 

0.87％ 

223 人 
H28国 0.98％ 

H28県 0.66％ 

H28市 0.85％ 

発達障害

在籍率の

推計 

その他 
必要に応じて特別支援教育支援員の配置

や専門家の助言を受けるもの 
   

約 6.5％ 

（注） 

（注）平成 24年に文部科学省が行った調査で、担任を含む複数の教員により判断された回答結果であり、医師の診断によるものではない。

H28国 

3.88％ 

2 

H28県 

3.57％ 

H28市  

3.96％ 



(2) 就学先決定の仕組み 

   平成２５年８月に学校教育法施行令が改正され、障害のある児童生徒の就学先決

定の仕組みが次のとおり見直されている。 

 

 改正前 

就学基準を満たす場合は、特別支援学校への就学を原則とし、例外的に小・中

学校への就学が可能 

 

 

現 行 

個々の障害の状態を踏まえ、総合的な観点から就学先を決定。その際、本人や

保護者の意向を可能な限り尊重しながら合意形成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※ 市幼児教育研究所における就学前の療育・訓練状況は資料３参照 

 

 

 

 

 

乳
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、
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施 
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就
学
時
健
康
診
断 

  

 

障
害
の
状
態 

教
育
上
必
要
な
支
援 

教
育
体
制
の
整
備
状
況 

本
人
・
保
護
者
の
意
見 

専
門
家
の
意
見 

そ
の
他 

久留米市教育支援委員会 

（委員３５人） 

学識・医師・学校関係者等 

総合的に判断 

 

 

特別支援 

学校 

 

 

小学校 

中学校 
 

特別支援学級 

通級指導教室 
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３ 特別支援教育の対象者の状況 
   

小・中学校の全児童生徒数は、平成２０年度から２９年度までの間に 1,707人（約

6.5％）減少している。 

しかし、特別支援教育の対象者（特別支援学校・特別支援学級・通級指導教室）は、

691人（約 163.7％）増加している。 

 

 

 (1) 久留米市立小・中学校 全児童生徒数と特別支援教育対象者の推移 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

422 468 541 623 642 693 751 835 977 1,113

26,093 26,073 25,667 25,457 25,081 24,845 24,648 24,540 24,362 24,386

1.62 1.79 2.11 2.45 2.56 2.79 3.05 3.40 4.01 4.56

特別支援教育対象者

全児童生徒数

割合（％）

久留米市立小・中学校　全児童生徒数と特別支援教育の対象者の推移（人）

26,093 26,073

25,667
25,457

25,081
24,845

24,648 24,540
24,38624,362

468

541

623 642
693

751

835

1,113

977

422

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

0
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800

1,000

1,200

1,400

特別支援教育対象者

全児童生徒数

4 



 (2) 特別支援教育対象者の内訳 

 
国・県との比較 

 久留米市 福岡県 国 

特別支援学校 
 

※国は幼稚部・ 

高等部を含む。 

H20  67人 

H28 136人 

＋69人（＋103.0％） 

H20 2,564人 

H28 3,163人 

＋599人（＋23.4％） 

H20 112,334人 

H28 139,821人 

＋27,487人（＋24.5％） 

特別支援学級 

H20 260人 

H28 619人 

＋359人（＋138.1％） 

H20 3,877人 

H28 9,059人 

＋5,182人（＋133.7％） 

H20 124,166人 

H28 217,839人 

＋93,673人（＋75.4％） 

通級指導教室 

H20  95人 

H28 222人 

＋127人（＋133.7％） 

H20 1,115人 

H28 2,754人 

＋1,639人（＋147.0％） 

H20 49,685人 

H28 98,311人 

＋48,626人（＋97.9％） 

 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

67 84 90 99 106 95 108 115 136 139

260 278 318 358 375 427 476 521 619 751

95 106 133 166 161 171 167 199 222 223

422 468 541 623 642 693 751 835 977 1,113合計

特別支援学校（小・中）

特別支援学級

通級指導教室

久留米市立小・中学校　特別支援教育対象者の内訳（人）

84 90
99 106

95
108 115

136 139

166 161
171 167

199

222 223
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特別支援学校

通級
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(3) 市立特別支援学校の状況 

 ① 児童生徒数の推移 
 

 
 

 ② 施設の主な整備状況 

年度 概要 

H23 

新校舎・給食室・運動場落成 

（校 舎）鉄筋コンクリート２階建（延床面積 4,339㎡） 

    高等部１６学級（H29現在）、作業学習室、自立活動室など 

（給食室）鉄骨造１階建（延床面積 239㎡） 

H25 
体育館、渡り廊下改修（第 1・2 棟）、トイレ改修（第 1棟）、床張替（第 5棟）、 

インターホン整備（第 5棟） 

H26 トイレ改修（第 1棟）、第２音楽室床張替、インターホン整備（体育館等） 

H27 トイレ改修（第 2棟）、インターホン整備（被服室） 

H28 トイレ改修（第 5棟）、外壁改修（第 1棟） 

H29 教室内手洗い場新設（2教室） 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

47 57 52 55 56 59 63 67 69 78

20 27 38 44 50 36 45 48 67 61

59 67 61 69 77 96 92 96 83 100

126 151 151 168 183 191 200 211 219 239合計

小学部

中学部

高等部

久留米特別支援学校の児童生徒数の推移（人）

47
57 52 55 56 59 63 67 69

78
20
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67 61

69

77
96

92
96

83

100

0

50

100

150

200

250
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高等部

中学部

小学部
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４ 医療的ケアを必要とする児童生徒の状況 
 

(1) 基本的な考え方 

医療技術の進歩等を背景とし、医療的ケアを必要とする特別支援学校の児童生徒

が増加している。「医療的ケア」は、法律上の概念ではないが、一般的に在宅等で

日常的に行われている痰の吸引・経管栄養・導尿等の医行為を指す。 

 

 

(2) 対象となる児童生徒の推移 

全国の状況 

 
   

 

  久留米市の状況（H29） 

   特別支援学校１６人（小５人・中６人・高５人） 

    主に痰の吸引、経管栄養等を行い、時間帯に応じて看護師１１人を配置 

    

特別支援学校以外の小・中学校４人（小３人・中１人） 

特別支援学級に在籍し、痰の吸引と導尿の利用申請がある。 

 

H24 H25 H26 H27 H28

7,531 7,842 7,774 8,143 8,116

838 813 976 839 766

8,369 8,655 8,750 8,982 8,882合計

特別支援学校

小・中学校

全国の医療的ケアの対象者推移（人）

7,842 7,774
8,143 8,116
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５ 久留米市の主な特別支援教育事業 
 

事業名 事業概要 
予算等の額（千円） 

H26 H27 H28 H29 差 26-29 

① 

相
談 

発達障害早期

総合支援事業 

 発達障害児への早期の総合的な相談支援体制整備のため、

子ども発達相談教室を設置する。ADHD 児への包括的治療プロ

グラムを行うくるめＳＴＰに補助金を交付する。 

4,410 4,680 3,634 3,578 ▲832 

② 就学相談事業 

障害のある幼児・児童・生徒の就学先決定についての就学

相談を実施し、自立し社会参加するための基礎となる力を育

む最適な環境を選択するための支援を行う。 

1,422 1,367 1,367 1,367 ▲55 

 

 

③ 

人
的
配
置 

小・中学校特別

支援教育支援

員活用事業 

 通常学級や特別支援学級に在籍する学習や生活面で個別の

支援を必要とする児童生徒に対し、支援員を配置して学習活

動や移動介助等を行う。（H29）229人配置 

82,837 94,515 103,347 103,347 ＋20,510 

④ 

小・中学校通級 

指導教室充実

事業 

通級指導教室に非常勤講師や運営補助員を配置し、個々の

状況に応じた学習指導の充実や教室運営の円滑化を図る。 
12,809 13,269 17,734 22,383 ＋9,574 

⑤ 

ハ
ー
ド 

特別支援学級 

通級指導教室 

改修費 

特別支援学級や通級指導教室の設置に伴い、教室に間仕切

り・黒板・エアコン・給湯設備・スロープや手すり等の整備

を行う。 

 

2,620 

 

18,640 

 

5,680 

 

4,820 

 

＋2,200 

⑥ 
階段昇降機 

事業 

エレベータが設置されていない学校において、車椅子等を

使用する児童生徒の安全な学校生活のため、階段昇降機を整

備する。（H29）10台体制 

－ － － 2,700 ＋2,700 
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金額は各年度の執行額 



事業名 事業概要 
予算等の額（千円） 

H26 H27 H28 H29 差 26-29 

⑦ 
医
療
的
ケ
ア 

学校訪問看護 

支援事業 

医療的ケアを必要とする児童生徒の保護者が訪問看護制度

を活用する際の補助を行う。 
1,717 4,453 2,906 3,304 ＋1,587 

⑧ 
医療的ケア 

対応事業 

 特別支援学校の医療的ケアを必要とする児童生徒の保護者

待機等を解消するため、看護師を配置し、安全な教育環境を

整備する。（H29）看護師 11人 

19,100 23,537 23,571 27,052 ＋7,952 

⑨ 特
別
支
援
学
校 

スクールバス

運行事業 

特別支援学校に通学する児童生徒の通学手段の一つとして、

児童生徒の負担を軽減し、安全快適な通学を確保するため、

スクールバスを運行する。（H29）10台体制 

43,300 71,130 67,814 83,464 ＋40,164 

 

 

⑩ 
特別支援教育

進路指導事業 

特別支援学校の中学部と高等部が実施する職場実習への支

援を行う。また、職場実習助手や進路指導員を置く。 
2,871 2,871 2,879 4,199 ＋1,328 

 合計 171,086 234,462 228,932 256,214 ＋85,128 

 前年度比 － ＋63,376 ▲5,530 ＋27,282  
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６ 今後の方向性 
 

平成２４年の文科省調査によれば、特別支援教育を受けていない潜在的な発達障害

を有する児童生徒が一定割合存在すると言われており、今後も対象者は増加すると見

込まれる。 

 

今後は、人的体制と施設の整備に努めるとともに、特別支援教育に関する教職員等

の能力向上を図り、子どもの自立と社会参加の促進、通常学級での受容力の向上を目

指す。 

 

 (1) 教職員等の能力向上 

特別支援教育を効果的に実施できる教職員等が不足する現状を踏まえ、教育委員

会から各学校に指導主事が出向いて指導する体制を構築するほか、特別支援学校の

センター的機能の強化によって実践力の引き上げを図る。 

 

 

 (2) 相談体制の構築 

   保護者や児童生徒、教職員からの相談を受けるスクールカウンセラーは、小学

校の相談回数が１ヶ月に４時間程度の学校が多数であるため、相談回数の増加を

検討する。 

 

 

(3) 医療的ケアの体制整備 

   居住地による指定校での医療的ケアについて、看護師の配置・管理職を補佐す

る人材の配置・施設や備品の整備等を検討する。 

 

 

(4) 特別支援学校等の施設整備 

   児童生徒の増加に伴い、次のような施設整備が見込まれるため、計画的な実施

を検討する。 

  ① 給食室の拡充（特別支援学校） 

  ② スクールバスの運用見直しと台数の増加（ 同 ） 

  ③ 増築を視野に入れた検討（ 同 ） 

  ④ 特別支援学級・通級指導教室の設置に伴う改修 
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資料１ 特別支援教育の法体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
➣  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育に関する大綱（基本目標３） 
 子どもたちが安心して学べる学校づくりに向け…(略)…特別支援教育や相談体制の

充実を図るとともに…(略)…よりよい教育環境づくりを進めます。 

第３期久留米市教育改革プラン（視点３） 
 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じる特別支援教育を充実するとともに、誰も

がわかりやすい授業、誰もがすごしやすい学校生活を提供できるユニバーサル・デザ

インの学校づくりを進めます。 

 

障害者の権利に関する条約（H26.1 批准） 
 障害のある者とない者が可能な限り共に学ぶ仕組みの構築、そのために必要な合理

的配慮の提供等について規定 

学校教育法第８１条第１項 
小・中学校等では、障害（知的障害、肢体不自由、身体虚弱、弱視、難聴その他）

のある児童生徒のほか、教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対し、学習又は生

活上の困難を克服するための教育を行う。 

障害者基本法第１６条第１項 
国・地方公共団体は、障害者が年齢や能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分

な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童生徒が、障害者で

ない児童生徒と共に教育を受けられるよう配慮しなければならない。 

障害者差別解消法 
共生社会の実現のために不可欠な「合理的配慮の提供」と、その基礎となる「教育

環境の整備」を規定 

特別支援教育の推進について（H19.4.1） 
１ 特別支援教育は、障害のある児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を

支援するという視点に立ち、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、生活や学習上の

困難を克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う。 

 

２ 特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのな

い発達障害も含めて、児童生徒が在籍する全ての学校において実施される。 

法
律 
文
部
科
学
省
通
知 

久
留
米
市
の
行
政
計
画 

条
約 



資料２ 障害の概要 
 

種類 概要 

病弱・身体虚弱 

病弱は、慢性疾患等のため継続して医療や生活規制を必要とする

状態。身体虚弱とは、病気にかかりやすいため継続して生活規制を

必要とする状態をいう。 

肢体不自由 
身体の動きに関する器官が、病気やけがで損なわれ、歩行や筆記

などの日常生活動作が困難な状態をいう。 

聴覚障害 
身の回りの音や話し言葉が聞こえにくかったり、ほとんど聞こえ

なかったりする状態をいう。 

言語障害 

発音が不明瞭であったり、話し言葉のリズムがスムーズでなかっ

たりするため、話し言葉によるコミュニケーションが円滑に進まな

い状況である。また、そのため本人が引け目を感じるなど社会生活

上、不都合な状態をいう。 

知的障害 
記憶、推理、判断などの知的機能の発達に有意な遅れがみられ、

社会生活などへの適応が難しい状態をいう。 

発
達
障
害 

自閉症 

３歳位までに現れ、「他人との社会的関係の形成の困難さ」「言葉

の発達の遅れ」「興味や関心が狭く特定のものにこだわること」を特

徴とする行動の障害をいう。このうち知的発達の遅れを伴わないも

のを「高機能自閉症」という。 

アスペルガー

症候群 

知的発達の遅れを伴わず、かつ自閉症の特徴のうち、言葉の発達

の遅れを伴わないものである。 

情緒障害 

情緒の現れ方が偏っていたり、その現れ方が激しかったりする状

態を、自分の意志ではコントロールできないことが継続し、学校生

活や社会生活に支障となる状態をいう。 

ＬＤ 

学習障害 

基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、

書く、計算する又は推論する能力のうち、特定のものの習得と使用

に著しい困難を示す様々な状態を指す。 

ＡＤＨＤ 

注意欠陥・ 

多動性障害 

年齢あるいは発達に不釣り合いな注意力、及び／又は衝動性、多

動性を特徴とする行動の障害で、社会的な活動や学業の機能に支障

をきたす。 

（出典：文部科学省ホームページ） 



資料３ 市幼児教育研究所における就学前の療育・訓練状況 
 

市幼児教育研究所では、就学前の発達の遅れや偏りが気になる乳幼児とその保護者を対象に、相談・訓練・療育を行っており、利用

者は年々増加している。 

 

事業別の利用者参加数内訳（単位：人）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 年齢 人数

9,260 9,437 12,728 ５歳児(年長) 124
４歳児（年中） 89
３歳児（年少） 91
２歳児未満 79

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計 383
195 236 307
161 152 290 平成28年度　卒級児の就学先

医療相談 191 190 438 学びの場 人数

心理相談 417 203 235 特別支援学校 11
教育相談 23 18 21 特別支援学級 57

203 245 221 通級指導教室 30
157 234 220 通常学級 18

1,347 1,278 1,732 未確認 8
合計 124

平成26年度 平成27年度 平成28年度

5,341 5,129 7,317

平成26年度 平成27年度 平成28年度

1,667 2,174 2,603
211 170 244
694 686 832

2,572 3,030 3,679

平成28年度　年齢別在籍者数

（H29.3.22現在）

　　　　小計

療育参加の延人数

○　訓練

訓練名

　　　　小計

言語訓練

動作訓練

行動訓練

２　内訳

○　相談

相談名

○　療育

電話相談

乳幼児相談

専
門
相
談

発達フォロー相談

巡回相談

１　総利用者数（延人数）

総利用者数

 

発達支援に
つなげるための
相談事業

発達支援事業

Ｈ２９年度幼児教育研究所の発達支援システム

電 話 相 談

乳幼児相談

専 門 相 談

心理士の発達検査

小児科医師の面談

個別支援方針検討会議（支援方法決定）

訓練

言語

動作

行動

療 育

年中
４学級

年長
６学級

年少
４学級

ピッコロ
１学級

ひよこ
２学級

パール
１学級

来所型（幼児教育研究所内）

巡回相談
（訪問助言）

幼稚園

保育所

訪問療育

保健ｾﾝﾀｰ

心理士
保育士

出前型（所外施設）

相談者

園から依頼
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教員の多忙化解消に向けた業務改善の取組 
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超過勤務の縮減に向けた取組事項(久留米市立小・中・高・特別支援学校）
※　選択肢：　○ 実施中　　△ 検討中　　× 未実施

実施状況 超過勤務縮減の取組例

○ △ × A　メリハリのある働き方の定着

92.4% 3.0% 0.0% 1 月２回の定時退校日の完全実施

98.5% 1.5% 0.0% ア 予め予定表や板書等で職員に通知する

97.0% 0.0% 1.5% イ 管理職や職員同士で声かけをする

54.5% 4.5% 37.9% ウ 定時退校日には部活動を短縮や中止にし、緊急以外の会議を設定しない

87.9% 7.6% 3.0% エ 学校行事等を考慮し、実践しやすい日に設定する

16.7% 56.1% 22.7% オ 終業時にチャイムや音楽を流す

65.2% 27.3% 6.1% 2 退校目標時間（遅くとも19時まで）の設定

75.8% 18.2% 1.5% 3 年次休暇の取得推進

○ △ × B　会議、研修の精選及び実施方法の工夫改善

89.4% 9.1% 1.5% 4 会議の資料を事前に配布することで、会議の時間短縮に努める

90.9% 9.1% 0.0% 5 会議の終了予定時刻を設定し、時間内に終わらせるように努める

80.3% 16.7% 1.5% 6 会議の回数、時間、参加者数を削減するよう努める

66.7% 25.8% 4.5% 7 教育目標達成や課題解決に資する研修のみ重点的に実施する

○ △ × C　校務分掌等の校内組織等の見直しや勤務環境の改善

87.9% 9.1% 1.5% 8 管理職や主任主事を中心に、行事や組織のあり方を点検する

92.4% 6.1% 1.5% 9 特定の部署や職員に業務が集中するのを避けるよう注意し、改善に努める

54.5% 9.1% 34.8% 10 正副担任の役割分担を明確化し、業務の平準化を進める

97.0% 1.5% 0.0% 11 行事予定をあらかじめ週や月単位で周知し、職員が余裕を持って業務に取り組めるようにする

○ △ × D　部活動指導に伴う負担軽減

100% 0% 0% 12 「ノー部活デー」等の部活動休業日を設定する

82.4% 17.6% 0% 13 複数顧問を配置し、特に定時退校日や土日の部活動顧問の負担を軽減する

○ △ × E　校内文書の簡素化等

74.2% 22.7% 1.5% 14 校内で作成・提出している文書のうち、内容が重複しているものや不必要なものを統合廃止する

95.5% 1.5% 1.5% 15 早めに提出期限を明示し、余裕を持って作業を進められるようにする

○ △ × F　校務のICT化の推進

89.4% 9.1% 0.0% 16 ICT機器の活用や資料の蓄積による情報共有化により、業務効率を上げる

60.6% 34.8% 1.5% 17 校内LANの整備により、ペーパーレス化に努め、業務効率を上げる

○ △ × G　管理職によるマネジメント機能の強化

90.9% 9.1% 0.0% 18

63.6% 25.8% 3.0% 19 ワークライフバランスの視点を取り入れ、仕事と家庭生活の調和を意識した学校運営に努める

○ △ × H　学校行事の実務改善及び地域や外部人材との連携

89.4% 9.1% 0.0% 20 業務分担を見直し、業務の偏りが生じないように努める

92.4% 6.1% 0.0% 21 役割分担を明確にし、重複する業務がないように努める

81.8% 15.2% 1.5% 22 地域や外部人材との連携強化に努める

管理職による日常的な観察や職員面談等を通じ、所属職員の勤務時間内外における勤務状況
や家庭事情等を適切に把握管理し、負担の平準化と適材適所の配置を行う

資料１



小学校･特別支援学校の保護者や地域のみなさまへ

『市内一斉定時退校日』の取組に
ご理解とご協力をよろしくお願いします

8 .5%

7 .3%

10 .8%

14 .0%

24 .3%

24 .1%

13 .4%

4 .7%

17 .0%

16 .5%

14 .8%

8 .0%

3 .1%

1 .0%

1 .7%

4 .5%

9 .9%

16 .4%

80時間以上

75～80時間未満

70～75時間未満

65～70時間未満

60～65時間未満

55～60時間未満

50～55時間未満

45～50時間

45時間未満 小学校

中学校

〈教員の1週間あたりの勤務時間〉

週あたり６０時間
を超える割合
小３３．５％
中５７．６％

文部科学省は昨年度、教員の勤務

実態調査を行いました。左のグラフ

は、その結果の一部です。１週間あ

たりの勤務時間について、いわゆる

過労死ラインと言われる週あたり60

時間を超えて働く教員の割合が、

小学校で約34%、中学校で約58%と

なっています。

久留米市立学校の教員も、このよ

うな状況にあると考えられます。

子どもたちの充実した学校生活のためには、教員が心身

のゆとりをもって子どもと向き合い、わかりやすい授業を

つくったり子どもの話をよく聴いたりできる環境を整える

必要があります。

そこで、久留米市立小学校・特別支援学校では、メリハリのある働き方の一環とし

て、次のような『市内一斉定時退校日』の取組を行います。

『市内一斉定時退校日』には、17時以降、学校に電話をかけてもつながらな

いこともあるかと思いますが、教員が授業や児童生徒の指導に専念するエネル

ギーを充電するための取組に、ご理解とご協力をいただきますよう、よろしくお

願いいたします。

久留米市教育委員会、久留米市小中学校ＰＴＡ連合協議会、久留米市小学校長会

★『市内一斉定時退校日』の取組

小学校･特別支援学校では、毎月第２・第４ 金曜日を

１７時過ぎに、教職員が一斉に退校する日とします。
※中学校でも別の曜日に同様の取組を行います。

案



中学校の保護者や地域のみなさまへ

『市内一斉定時退校日』の取組に
ご理解とご協力をよろしくお願いします
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7 .3%
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24 .1%

13 .4%

4 .7%

17 .0%

16 .5%

14 .8%

8 .0%

3 .1%

1 .0%

1 .7%

4 .5%

9 .9%

16 .4%

80時間以上

75～80時間未満

70～75時間未満

65～70時間未満

60～65時間未満

55～60時間未満

50～55時間未満

45～50時間

45時間未満 小学校

中学校

〈教員の1週間あたりの勤務時間〉

週あたり６０時間
を超える割合
小３３．５％
中５７．６％

文部科学省は昨年度、教員の勤務

実態調査を行いました。左のグラフ

は、その結果の一部です。１週間あ

たりの勤務時間について、いわゆる

過労死ラインと言われる週あたり60

時間を超えて働く教員の割合が、

小学校で約34%、中学校で約58%と

なっています。

久留米市立学校の教員も、このよ

うな状況にあると考えられます。

子どもたちの充実した学校生活のためには、教員が心身のゆとりをもって子どもと

向き合い、わかりやすい授業をつくったり子どもの話をよく聴いたりできる環境を整

える必要があります。

そこで、久留米市立中学校では、メリハリのある働き方の一環として、次のよう

な『市内一斉定時退校日』の取組を行います。

『市内一斉定時退校日』には、17時以降、学校に電話をかけてもつながらな

いこともあるかと思いますが、教員が授業や児童生徒の指導に専念するエネル

ギーを充電するための取組に、ご理解とご協力をいただきますよう、よろしくお

願いいたします。

久留米市教育委員会、久留米市小中学校ＰＴＡ連合協議会、久留米市中学校長会

★『市内一斉定時退校日』の取組

中学校では、原則、毎月第１・第３月曜日を

１７時過ぎに、教職員が一斉に退校する日とします。
※ただし、部活動の大会や学校行事などの関係で、学校によってこの

曜日が変更になる月もあります。

※小学校でも別の曜日に同様の取組を行います。

案
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資料１ 特別支援教育の法体系 
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教育に関する大綱（基本目標３） 
 子どもたちが安心して学べる学校づくりに向け…(略)…特別支援教育や相談体制の

充実を図るとともに…(略)…よりよい教育環境づくりを進めます。 

第３期久留米市教育改革プラン（視点３） 
 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じる特別支援教育を充実するとともに、誰も

がわかりやすい授業、誰もがすごしやすい学校生活を提供できるユニバーサル・デザ

インの学校づくりを進めます。 

障害者の権利に関する条約（H26.1批准） 
 障害のある者とない者が可能な限り共に学ぶ仕組みの構築、そのために必要な合理

的配慮の提供等について規定 

学校教育法第８１条第１項 
小・中学校等では、障害（知的障害、肢体不自由、身体虚弱、弱視、難聴その他）

のある児童生徒のほか、教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対し、学習又は生

活上の困難を克服するための教育を行う。 

障害者基本法第１６条第１項 
国・地方公共団体は、障害者が年齢や能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分

な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童生徒が、障害者で

ない児童生徒と共に教育を受けられるよう配慮しなければならない。 

障害者差別解消法 
共生社会の実現のために不可欠な「合理的配慮の提供」と、その基礎となる「教育

環境の整備」を規定 

特別支援教育の推進について（H19.4.1） 
１ 特別支援教育は、障害のある児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を

支援するという視点に立ち、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、生活や学習上の

困難を克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う。 

 

２ 特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのな

い発達障害も含めて、児童生徒が在籍する全ての学校において実施される。 
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資料２ 障害の概要 
 

種類 概要 

病弱・身体虚弱 

病弱は、慢性疾患等のため継続して医療や生活規制を必要とする

状態。身体虚弱とは、病気にかかりやすいため継続して生活規制を

必要とする状態をいう。 

肢体不自由 
身体の動きに関する器官が、病気やけがで損なわれ、歩行や筆記

などの日常生活動作が困難な状態をいう。 

聴覚障害 
身の回りの音や話し言葉が聞こえにくかったり、ほとんど聞こえ

なかったりする状態をいう。 

言語障害 

発音が不明瞭であったり、話し言葉のリズムがスムーズでなかっ

たりするため、話し言葉によるコミュニケーションが円滑に進まな

い状況である。また、そのため本人が引け目を感じるなど社会生活

上、不都合な状態をいう。 

知的障害 
記憶、推理、判断などの知的機能の発達に有意な遅れがみられ、

社会生活などへの適応が難しい状態をいう。 

発
達
障
害 

自閉症 

３歳位までに現れ、「他人との社会的関係の形成の困難さ」「言葉

の発達の遅れ」「興味や関心が狭く特定のものにこだわること」を特

徴とする行動の障害をいう。このうち知的発達の遅れを伴わないも

のを「高機能自閉症」という。 

アスペルガー

症候群 

知的発達の遅れを伴わず、かつ自閉症の特徴のうち、言葉の発達

の遅れを伴わないものである。 

情緒障害 

情緒の現れ方が偏っていたり、その現れ方が激しかったりする状

態を、自分の意志ではコントロールできないことが継続し、学校生

活や社会生活に支障となる状態をいう。 

ＬＤ 

学習障害 

基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、

書く、計算する又は推論する能力のうち、特定のものの習得と使用

に著しい困難を示す様々な状態を指す。 

ＡＤＨＤ 

注意欠陥・ 

多動性障害 

年齢あるいは発達に不釣り合いな注意力、及び／又は衝動性、多

動性を特徴とする行動の障害で、社会的な活動や学業の機能に支障

をきたす。 

（出典：文部科学省ホームページ） 
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